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米軍ヘリＭＨ－６０Ｓ着陸失敗の
早期原因解明と情報提供を求める決議

　本年12月16日に発生した事故の原因解明と再発防止策を強く求めるととも
に、米軍機の事故発生に関する速やかな情報伝達・情報提供を強く求める。

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、外務大臣、防衛大臣、駐日米国大使

　

本
市
で
は
、
65
歳
以
上
の
心
臓

な
ど
に
特
定
の
疾
病
が
あ
る
ひ
と

り
暮
ら
し
の
高
齢
者
等
に
対
し
、

緊
急
時
に
ボ
タ
ン
を
押
す
だ
け
で

消
防
署
に
つ
な
が
り
、
速
や
か
に

救
援
活
動
を
受
け
る
こ
と
が
で
き

る
緊
急
通
報
シ
ス
テ
ム
電
話
貸
与

事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。
独
居
高

齢
者
の
増
加
に
伴
い
、
高
齢
者
が

命
を
守
り
安
心
し
て
在
宅
生
活
を

送
る
こ
と
が
で
き
る
ニ
ー
ズ
の
高

い
事
業
で
す
。

　

平
成
27
年
度
か
ら
海
老
名
市
・

座
間
市
・
綾
瀬
市
の
３
市
共
同
で

の
消
防
通
信
指
令
業
務
が
開
始
さ

れ
る
こ
と
に
伴
い
、
現
在
の
緊
急

通
報
シ
ス
テ
ム
の
見
直
し
が
必
要

で
す
。
今
後
ど
の
よ
う
に
対
応
を

さ
れ
る
の
か
伺
い
ま
す
。

　

県
内
で
も
、
大
和
市
は
人
感
セ

ン
サ
ー
に
よ
り
異
常
を
判
断
す
る

自
動
通
報
装
置
シ
ス
テ
ム
を
、
平

塚
市
は
民
間
委
託
先
の
安
心
セ
ン

タ
ー
に
よ
る
安
否
確
認
の
で
き
る

新
シ
ス
テ
ム
を
導
入
す
る
な
ど
、

新
し
い
機
能
を
持
っ
た
シ
ス
テ
ム

を
導
入
し
て
い
る
自
治
体
も
多
く

な
り
ま
し
た
。
緊
急
時
に
ボ
タ
ン

を
押
せ
な
い
場
合
も
想
定
さ
れ
、

在
宅
時
の
動
き
を
感
知
す
る
セ
ン

サ
ー
機
能
な
ど
、
安
否
確
認
の
対

応
も
必
要
で
す
。
新
シ
ス
テ
ム
の

新
機
能
導
入
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

　

福
祉
部
長　

３
市
の
通
報
シ
ス

テ
ム
の
足
並
み
を
そ
ろ
え
る
必
要

が
あ
り
、
検
討
し
て
い
る
と
こ
ろ

で
す
。
他
市
の
先
進
事
例
を
参
考

に
検
討
を
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。

小
野　

た
づ
子　
議
員
《
公
明
党
》

高
齢
者
の
命
を
守
る

新
緊
急
通
報
シ
ス
テ
ム
の
導
入
を

　

一
般
的
に
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス

運
行
の
主
な
目
的
は
、
交
通
弱
者

の
日
常
生
活
の
足
と
し
て
、
公
共

施
設
だ
け
で
な
く
、
病
院
・
ス
ー

パ
ー
・
商
店
街
、
そ
し
て
駅
や
バ

ス
停
等
へ
の
移
動
手
段
を
確
保
す

る
こ
と
に
あ
り
ま
す
。

　

平
成
26
年
度
か
ら
の
見
直
し
の

中
で
、
さ
ら
な
る
利
便
性
向
上
を

図
る
に
は
、
導
入
原
則
で
あ
る
交

通
不
便
地
の
解
消
・
市
民
ニ
ー
ズ

へ
の
対
応
・
事
業
採
算
性
の
確
保
・

超
高
齢
社
会
へ
の
対
応
・
地
域
の

交
通
環
境
へ
の
配
慮
を
忘
れ
て
は

な
り
ま
せ
ん
。

　

ま
ず
は
、
現
状
の
課
題
を
ひ
と

つ
ひ
と
つ
丁
寧
に
分
析
し
、
市
の

財
政
状
況
も
十
分
に
検
証
し
な
が

ら
、
利
便
性
向
上
と
公
共
性
を
十

分
に
研
究
・
精
査
し
、
利
用
促
進

策
や
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
方
法
を
考

え
改
善
を
進
め
る
べ
き
と
考
え
ま

す
が
、そ
の
ご
所
見
を
伺
い
ま
す
。

　

市
長　

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
に

関
し
て
は
、
市
民
の
期
待
も
非
常

に
大
き
く
、
公
共
交
通
機
関
の
補

完
と
し
て
成
果
を
あ
げ
て
い
ま
す
。

試
行
運
行
期
間
か
ら
こ
れ
ま
で
の

経
過
の
検
証
を
十
分
に
参
考
に
し

な
が
ら
、
平
成
26
年
度
か
ら
の
見

直
し
の
中
で
、
財
政
状
況
、
そ
し

て
何
よ
り
も
高
齢
化
社
会
の
進
展

に
向
け
、
市
民
の
足
を
確
保
す
る

と
い
う
観
点
を
し
っ
か
り
と
認
識

し
、
一
方
で
事
業
の
採
算
性
と
の

バ
ラ
ン
ス
を
と
り
な
が
ら
、
検
討

を
加
え
て
ま
い
り
た
い
と
思
い
ま

す
。
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コ
ミ
バ
ス
の
利
便
性
向
上
を
望
む

中国による防空識別圏の設定の即時撤回を求める決議
　中国政府が発表した公海上空における飛行の自由を妨げるような一切の措
置を、中国側が即時撤回することを強く要求する。また、国際社会及び国際
機関と緊密に連携し、毅然たる態度で必要な措置を講じることを強く求める。

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、外務大臣、防衛大臣

集団的自衛権行使を容認する
解釈改憲を行わないことを求める意見書

　日本の「自衛」とは無関係、かつ海外で戦争をする国となる集団的自衛権
行使を容認する憲法解釈の見直しは行わないよう強く要望する。

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、外務大臣、防衛大臣、内閣法制局長官、
　　　　衆議院議長、参議院議長

福島第一原発の放射能汚染水対策を
抜本的に強化することを求める意見書

　福島第一原発の汚染水漏れが相次いでおり、その対策を抜本的に強化する
よう強く要望する。

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、文部科学大臣、経済産業大臣、環境大臣、
復興大臣、内閣府特命担当大臣（原子力防災）、内閣府特命担当大
臣（原子力損害賠償支援機構）

「ブラック企業」根絶へ実効ある施策を求める意見書
　健全で持続可能な社会をつくるため、ブラック企業の根絶と労働者や若者
を守るための施策の実施を強く求める。

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、厚生労働大臣、経済産業大臣、衆議院議
長、参議院議長

子宮頸がんワクチンについての意見書
　重篤な副反応事例の発生とワクチンの接種との因果関係が明らかになるま
で定期接種の積極的勧奨を行わず、また、教育活動に制限が生じた生徒が、
学校生活や進学において特段の配慮や支援を受けられるよう対策を講じるこ
とを要望する。

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、厚生労働大臣

過疎対策の積極的推進を求める意見書
　過疎地域が安心・安全に暮らせる地域として健全に維持されていくことが、
多面的・公益的機能の維持と、ひいては都市をも含めた国民全体の生活の向
上につながる。過疎地域に対し、総合的かつ積極的な支援を行い、住民の暮
らしを支えていく政策を確立・推進することを求める。

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業
大臣、国土交通大臣

介護保険制度における
新たな地域支援事業の導入に係る意見書

　市町村は、要支援者などへの取り組みを進め介護予防に大きな役割を果た
しており、介護予防給付を担う事業所も地域の中で育ってきている。急激な
制度変更は現場の事業者や市町村に大きな混乱を招くため、十分配慮の上、
特段の取り組みが図られることを強く求める。

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、厚生労働大臣

企業減税等から確実な賃金引上げを求める意見書
　賃金の引上げが経済成長に必要不可欠との認識を労使間で共有し、企業が
賃金を引上げしやすい環境を整えるため、実効的な賃上げに結び付くような
施策を講じるとともに、具体的な道筋を示すことを求める。

【提出先】内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣、厚生労働大臣、経済産業大臣

公共工事の入札不調を解消する環境整備を求める意見書
　震災復興事業は加速させなければならず、首都直下地震、南海トラフ巨大
地震に備え、老朽化が進む国内全域の公共インフラの防災・減災対策も待っ
たなしである。多様な入札契約方式を導入するなど入札不調を解消するため
の環境整備を早急に進めるよう強く求める。

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、経済産業大臣、国土交通大臣

非嫡出子について、
戸籍法の一部改正を求める意見書

　最高裁の違憲判断に基づき民法が改正され、婚外子の法定相続分について
の差別が解消されることとなった。前提が改正された以上、出生届の際に嫡
出か否かの記載を義務づける戸籍法も速やかに改正するよう求める。

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、法務大臣、内閣官房長官、衆議院議長、
　　　　参議院議長

衆議院、参議院の定数配分に関する意見書
　衆参両院に対して、直ちに根本的な選挙制度の見直しを行い、選挙区別議
員１人当たりの人口数を原則１対１にするよう、選挙区割りを見直すことを
求める。

【提出先】総務大臣、衆議院議長、参議院議長

新聞への消費税軽減税率適用を求める意見書
　消費税率が８％、10％いずれの段階でも、国民の知る権利と議会制民主主
義を下から支え、あわせて文字文化興隆の中軸の役割を果たし続ける新聞へ
の軽減税率の適用を求める。

【提出先】内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣


